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第１部 国が求める記載事項

第１章 外来医療計画とは

１ はじめに

○ 平成 30 年の医療法の一部改正により策定した東京都外来医療計画は、全国ベース

で国が統一的・客観的に比較・評価した「外来医師偏在指標」を用いて、外来医療に係

る医療提供体制を確保するための方策を定めるものです。

○ 東京は、高度医療・先進的な医療を提供する大学病院本院や特定機能病院が集積し、

全国から高度医療等を求める患者を多く受け入れている一方、病院全体の約７割を占

める 200 床未満の病院が地域の外来医療を支える重要な役割を担っています。

また、診療所における診療科の専門分化が進んでいます。

○ こうした中、東京の外来医療の機能を充実させていくためには、診療所のみならず、

病院の外来医療機能も含めた検討を進め、新規開設者を含む全ての外来医療を担う医

師の自主的な行動変容につながるよう、有益な情報を広く提供する必要があります。

○ このため、都は、東京都外来医療計画を二部構成で策定し、国が都道府県に策定を求

める内容を中心に第一部、都が独自に課題や取組を取りまとめ、今後の東京の外来医療

の方向性を示したものを第二部として記載することとしました。

○ 第二部では、平成 28 年に策定した東京都地域医療構想におけるグランドデザイン

の実現に向けた４つの基本目標ごとに、外来医療機能確保の観点から、

Ⅰ 高度な外来医療機能の充実、適切な受療行動を促す情報提供

Ⅱ ＩＣＴを活用した連携、総合診療機能の充実、外国人患者への医療提供体制

Ⅲ ＩＣＴを活用した連携、都民への普及啓発、かかりつけ医機能の充実、多職種連

携、看取りまでの支援

Ⅳ 高度医療、総合診療機能、在宅療養を担う人材の確保・育成

などの課題について、都民の皆様、行政、医療機関、医育機関、関係団体等が今後取り

組むべき方向性を示しました。

○ また、区市町村単位、診療科別の外来医療機能の現状把握が必要としており、本計画

策定後も、地域医療構想アドバイザーと協働しながら調査分析を進め、地域医療構想調

整会議などで議論を重ね、対応を検討することとしています。

○ これまで培ってきた地域に密着した医療をさらに発展させることができるよう、予

防から治療、在宅療養に至るまでの外来医療機能を充実し、「誰もが質の高い医療を受

けられ、安心して暮らせる『東京』」の実現を目指していきます。
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２ 計画の構成（記載事項）

東京都外来医療計画の記載事項は以下のとおりです。

【外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドラインに基づく記載事項】

１ 外来診療所に関する事項

① 外来医師偏在指標及び外来医師多数区域の設定

厚生労働省が二次保健医療圏単位で外来医師偏在指標を算出し、算出した外来医

師偏在指標の値が上位 33.3％の二次保健医療圏を外来医師多数区域として設定

② 二次保健医療圏ごとに不足する外来医療機能の検討

二次保健医療圏単位で、不足する外来医療機能を検討し記載

③ 協議の場の運営

二次保健医療圏ごとに、外来医療機能の偏在・不足等への対応に関する事項等につ

いて協議する「外来医療に係る医療提供体制に関する協議の場」（地域医療構想調整

会議の活用が可能）の運営に関する事項

２ 医療機器1の共同利用に関する事項

① 医療機器の配置状況に関する情報

厚生労働省が二次保健医療圏単位で、医療機器の項目ごとに、性・年齢構成を調整

した人口あたり機器数を用いて指標を算出

② 機器の保有状況等に関する情報・区域ごとの共同利用方針

医療機器の配置状況を可視化し、二次保健医療圏ごと、医療機器の項目ごとに共同

利用についての方針を記載

③ 協議の場の運営

二次保健医療圏ごとに設置する、医療機器の共同利用に関する協議の場（外来医療

に係る医療提供体制に関する協議の場を活用）の運営に関する事項

【東京都が独自に定める記載事項】

○ 上記に加え、「東京都地域医療構想」で定めた「東京の 2025 年の医療～グランドデ

ザイン～」における 4 つの基本目標の実現に向けた、東京における外来医療の方向性

を示すことで、「東京都外来医療計画」とします。

1 本計画における医療機器とは、以下の 5 種類を指す。①CT（全てのマルチスライス CT 及び

マルチスライス CT 以外の CT）、②MRI（1.5 テスラ未満、1.5 テスラ以上 3.0 テスラ未満及

び 3.0 テスラ以上の MRI）、③PET（PET 及び PET-CT）、④放射線治療（リニアック及びガ

ンマナイフ）、⑤マンモグラフィ
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３ 策定プロセス

○ 外来医療計画の策定に当たっては、東京都保健医療計画推進協議会の部会である「東

京都地域医療構想調整部会（以下「調整部会」という。）」において議論を深めることと

しました。

○ また、医師確保計画を策定している東京都地域医療対策協議会の部会である「東京都

地域医療対策協議会医師部会（以下「医師部会」という。）」と合同開催し、相互に整合

性を図ることとしました。

○ さらに調整部会及び医師部会からそれぞれ選出した委員から構成する、「東京都外来

医療計画・医師確保計画策定プロジェクトチーム（ＰＴ）」を設置し、詳細な議論を進

めてきました。

○ 「東京都地域医療構想調整会議」及び「東京都地域医療構想調整会議在宅療養ワーキ

ンググループ」においても地域の関係者から意見を伺い、東京都保健医療計画推進協議

会の議論を経て、「東京都外来医療計画」をとりまとめました。

≪外来医療計画の検討体制≫
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≪外来医療計画及び医師確保計画に関連する会議体≫

各種会議体 目的・協議事項

東京都外来医療計画・医師確保計画

策定プロジェクトチーム

東京都外来医療計画及び東京都医師確保計画の策定に向け

た検討

東京都医療審議会
医療法の規定により、知事の諮問に応じ、都における医療

を提供する体制の確保に関する重要事項を調査審議

東京都保健医療計画推進協議会 東京都保健医療計画の総合的かつ円滑な推進

東京都地域医療構想調整部会
地域医療構想調整会議の情報を集約し、共通する課題の抽

出や課題解決に向けた方策の検討等

東京都地域医療構想調整会議
地域医療構想の実現に向けて、地域で必要な医療機能の確

保等について協議

東京都地域医療構想調整会議

在宅療養ワーキンググループ

在宅療養に関する地域の現状・課題や、広域的に取り組む

べき事項等

東京都地域医療対策協議会 医師等医療従事者の確保方策

東京都地域医療対策協議会

医師部会

医師確保対策、東京都地域医療支援センターの運営方針及

び業務内容に関する事項

４ 東京都保健医療計画との整合と計画期間

○ 東京都は、平成元年(1989 年）から、医療法第 30 条の 4 に基づく「医療計画」を

含み、かつ、東京都の保健医療施策全般の方向性を明らかにする「基本的かつ総合的な

計画」としての性格を持つ「東京都保健医療計画」を策定しています。

○ 平成 30 年の医療法改正により、「外来医療に係る医療提供体制に関する事項」及び

「医師の確保に関する事項」が医療計画に関する事項に追加されました。

○ 今回策定した「東京都外来医療計画」は、医療法上の「医療計画」の記載事項であり、

平成 30 年（2018 年）3 月に改定した東京都保健医療計画を、同時に策定する「東

京都医師確保計画」と合わせて補完するものです。

○ 本計画の期間は、令和２年度（2020 年度）から令和 5 年度（2023 年度）の 4 年

間を対象としています。その後、令和 5 年度に改定を予定している「東京都保健医療

計画」と一体化していきます。それ以降は、3 年ごとに見直しを行う予定です。
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資料：総務省「国勢調査」平成 27年

第２章 東京の外来医療

１ 東京の保健医療をめぐる現状

（１）東京の地域特性

① 人口密度が高い

○ 東京都の面積は全都道府県の中で３番目に小さく、また、人口は最多であり、人口密度は他の道

府県と比較して、非常に高い状況にあります。

○ 東京都における区市町村別人口密度（夜間人口）は、千代田区を除く区部及び区部に隣接する市

部において、１平方キロメートル当たり１万人を超えています。

また、町村部及び島しょ部の人口密度は、１平方キロメートル当たり４千人未満となっています。
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② 昼夜間人口比率が高い

○ 東京都における区市町村別昼夜間人口比率をみると、周辺部からの通勤・通学者の流入により、

都心部で 120％を超えています。特に千代田区は 1460.6％、中央区は 431.1％、港区は

386.7％となっています。

一方、都心の周辺部及び町村部では概ね 100％を下回っています。

③ 高度医療提供施設の集積

○ 東京には、高度医療・先進的な医療を提供する大学病院本院や特定機能病院が集積しています。

特に、がん患者など、都内全域や他県から高度医療等を求める患者を数多く受け入れています。

国立がんセンター中央病院 慶應義塾大学病院
東京慈恵会医科大学附属病院 東京医科大学病院
順天堂大学医学部附属順天堂医院 国立国際医療研究センター病院
日本医科大学付属病院 日本大学医学部附属板橋病院
東京医科歯科大学医学部附属病院 帝京大学医学部附属病院
東京大学医学部附属病院 公益財団法人がん研究会有明病院
昭和大学病院 杏林大学医学部付属病院
東邦大学医療センター大森病院

平成31年４月１日現在

特定機能病院とは

高度医療を提供する医療機関として国が承認する医療機関
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④ 医療人材養成施設の集積

○ 13 医科大学・大学医学部や５歯科大学・大学歯学部、11 薬科大学・大学薬学部、97 の看護

師等養成課程などの人材養成施設が所在し、多くの医療人材を養成・育成しています。

⑤ 中小病院や民間病院が多い

○ 都内の病院数は、平成 29 年 10 月 1 日現在 647 施設であり、全国で最多です。

○ このうち 200 床未満の中小病院数は 448 病院であり、全体の 69.2％を占めます。

○ 民間病院の割合は 90.6％で、全国値（81.1％）と比較して高くなっています。

《厚生労働省「医療施設調査」（平成 29 年）》

⑥ 発達した交通網

○ 鉄道やバスなどの公共交通網や道路網が高度に発達しており、比較的短い時間での移動が可能

なアクセシビリティに優れた都市となっています。

⑦ 高齢者人口の急激な増加

○ 高齢者人口は平成 27 年現在約 301 万人で、高齢化率は 22.7％です。

○ 平成 17 年から平成 27 年までの 10 年間で約 71 万人増加しており、今後も引き続き増

加することが予想されています。

《総務省「国勢調査」（平成 27 年）》

⑧ 高齢者単独世帯が多い

○ 都内の世帯数は、平成 27 年時点で約 669 万世帯で、そのうち高齢者単独世帯は約 79 万世

帯、全世帯数に占める割合は 11.8％です。

《総務省「国勢調査」（平成 27 年）》
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（２）人口動向

＜年齢３区分別人口の推移と将来推計（東京都）＞

（注）四捨五入や、実績値の総数には年齢不詳を含むことにより、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。

＜高齢者人口の推移＞

資料：総務省「国勢調査」（平成 27 年）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」及び「日本の

地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」（令和２年以降）より作成

○ 東京都の将来人口は、年少人口が減少を続ける一方、高齢者人口は増加を続け、令和 22 年（2040

年）には 400 万人となり、全人口に占める高齢者人口の割合は約 3 割、都民のおよそ 3 人に 1 人

が 65 歳以上の高齢者という、極めて高齢化の進んだ社会が到来すること予測されています。

○ 高齢者の中でも 75 歳以上の後期高齢者の割合は年々上昇し、令和 2 年（2020 年）には後期高

齢者人口が前期高齢者人口を上回ることが見込まれています。
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資料 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」

資料 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成 28 年）

２ 東京の外来医療の状況

（１）外来診療所従事医師

＜診療所医師数の推移＞

○ 診療所医師数は、総数、人口 10 万人当たり数共に増加傾向にあります。

＜性別年齢階級別診療所従事医師数＞

○ 性別年齢階級別診療所従事医師数を見ると、男性では 55 歳以上 60 歳未満の区分、女性では 45

歳以上 50 歳未満の区分で最も多くなっています。また、40 歳未満の各区分で女性の数が男性を上

回っています。

（人）

総数 人口10万対

平成10年 10,490 90.1

平成12年 11,274 95.9

平成14年 11,572 97.2

平成16年 11,982 99.2

平成18年 12,439 101.6

平成20年 12,852 103.4

平成22年 13,452 106.8

平成24年 13,984 110.2

平成26年 14,414 112.5

平成28年 14,531 112.1
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資料 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」

＜診療所従事医師の男女別平均年齢及び女性比率の推移＞

○ 診療所医師に占める女性の割合は増加傾向にあり、平成 28 年に約 29％に達し、３人に１人が女

性医師となっています。平均年齢は、男性医師が 60 歳前後で推移している一方、女性医師は低下傾

向にあり、平成 28 年には 53.1 歳となっています。
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60.5
60.2

59.6
59.2

59 58.9
58.8 58.9

59.3
59.6

57.3

54.6
55.3

54.5
53.9

53.3
52.9

52.3
52.8

53.1

48

50

52

54

56

58

60

62

0

5

10

15

20

25

30

35

10年 12年 14年 16年 18年 20年 22年 24年 26年 28年

⼥性医師割合 平均年齢（男性） 平均年齢（⼥性）
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資料 厚生労働省「医療施設調査」（平成 29 年）

資料 厚生労働省「医療施設調査」（平成 29 年）

（２）外来診療所

＜年別診療所数の推移＞

○ 診療所数は年々増加していますが、都においては人口が増加していることから、人口 10 人当

たりの診療所数はほぼ横ばいで推移しています。

＜診療所の改廃（平成 28 年 10 月から平成 29 年 9 月までの期間）＞

○ 都における年間の診療所開設数は 705 か所、廃止数は 565 か所となっており、開設数は全

国の開設数の約１割を占めています。

（か所）

開設数 廃止数

東京都 705 565

（全国） 7,674 7,168

（か所）

診療所数 人口10万対

平成8年 11,329 96.2

平成11年 11,548 97.6

平成14年 11,848 97.0

平成17年 12,269 97.6

平成20年 12,572 97.9

平成23年 12,612 95.6

平成26年 12,780 95.4

平成29年 13,184 96.8
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資料 厚生労働省「患者調査」（平成 29 年）※病院+診療所の外来患者数

（３）受療動向

○ 都内に所在する病院、診療所の外来患者数 631.1 千人/日のうち、都内に住所地を有する外来患

者は 578.2 千人/日で、埼玉県から 20.8 千人/日、千葉県から 10.1 千人/日、神奈川県から 17.4

千人/日の外来患者の流入があります。また、各県との間で 17.4 千人/日（埼玉県）、7.7 千人/日

（千葉県）、11.5 千人/日（神奈川県）、都への流入超過となっています。

（単位︓千⼈/⽇）

東京 埼玉 千葉 神奈川 その他 合計

医療機関所在地別外来患者数（①） 578.2 20.8 10.1 17.4 4.7 631.1

外来患者数（患者住所地別）（②） 578.2 3.4 2.4 6.0 3.7 593.6

都の流⼊超過（①-②） ー 17.4 7.7 11.5 1.0 37.5

※⼩数点第2位以下を四捨五⼊しているため、流⼊超過の数と各患者数の内訳が⼀致しない場合がある。
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３ 外来医療の偏在

（１）基本的な考え方

○ 国は、外来医療については、

・地域で中心的に外来医療を担う無床診療所の開設が、主要な駅周辺等に偏っている

・診療所の診療科の専門分化が進んでいる

等の状況にあるとしています。

○ 外来医師偏在指標と外来医師多数区域を設定し、その情報を新たに開業しようとし

ている医療関係者等が自主的な経営判断に当たって有益な情報として参照できるよう、

可視化して提供することで、個々の医師の行動変容を促し、偏在是正につなげていくこ

とを基本的な考え方としています。

（２）外来医師偏在指標と外来医師多数区域

○ 外来診療所医師の偏在状況を把握するために、国が全国の二次保健医療圏ごとに算

定する指標が「外来医師偏在指標」です。「外来医師偏在指標」は、次の５つの要素を

勘案した人口 10 万人対の診療所患者当たりの診療所医師数です。

○指標算定上の「５つの要素」

① 医療需要（ニーズ）及び人口構成とその変化

地域ごとの医療ニーズを、人口構成の違いを踏まえ、性・年齢階級別の外来受療

率により反映

② 患者の流出入

外来医療では、患者の動きが大きいことから、医療機関所在地ベースの考え方を

採用し、患者調査（平成 29 年厚生労働省）に基づく全ての流出入を反映

※ ただし、都道府県間の調整により、流出入の増減をすることは可

③ へき地等の地理的条件

へき地等における外来医療機能の確保は医師確保計画の中で対応することとし、

外来医師偏在指標の算定に当たっては考慮しない。

④ 医師の性別・年齢分布

地域ごとの性・年齢階級別医師数を、性・年齢階級別の平均労働時間によって重

み付け
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⑤ 医師偏在の種別（区域、病院／診療所）

・ 区域

外来医療における医療需要の多くは二次保健医療圏よりも小さい地域で完結

していると考えられるが、指標の算出に当たって、市町村単位では必要なデータ

を必ずしも把握できないため、二次保健医療圏を単位に設定

・ 病院／診療所

外来医療機能の多くは診療所で提供されていることから、外来医師偏在指標

は診療所の医師数をベース

病院については、入院機能と外来機能の切り分けが難しいことも、診療所医師

数に限定している要因

○「外来医師偏在指標」は、上記５要素を考慮し、以下の計算式で算出される。

地域の人口

10万

○外来医師偏在指標

標準化診療所医師数（※1）

×

＝

）
地域の診療所の

外来患者対応割合（※4）
（ ×

地域の標準化

受療率比（※2）

性年齢階級別平均労働時間

診療所医師の平均労働時間
×（※1）標準化診療所医師数 Σ＝

性年齢階級別
診療所医師数

地域の外来期待受療率（※3）

全国の外来期待受療率
（※2）地域の標準化外来受療率比 ＝

Σ
（全国の性年齢階級別外来受療率

×地域の性年齢階級別人口）（※3）地域の外来期待受療率 ＝

地域の人口

地域の診療所の外来延べ患者数

地域の診療所＋病院の外来延べ患者数
（※4）地域の診療所の外来患者対応割合 ＝
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○ 都道府県間の調整については、国からは、1 千人／日以上の外来患者の流入又は流

出がある都道府県間での調整が必須とされたことから、都は埼玉県、神奈川県、千葉

県の三県との間で調整を実施しています。

○ いずれの県とも「現在の患者受療動向（流出入）が継続すると考えられ、国が提供

する客観的なデータに基づき患者流出入の全てを見込んだ医療機関所在地ベースの数

値での調整が妥当である。」との結論に至ったため、都道府県間で独自の患者流出入の

調整は行わず、国が提供する流出入の数字を採用することとしました。
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全国順位
（335圏域中）

全国の
上位33.3％

〔＊〕
圏域名

国が算定する
外来医師
偏在指標

該当

全国（参考） 106.3

1 ＊ 区中央部 239.6

2 ＊ 区西部 186.5

3 ＊ 区西南部 167.5

7 ＊ 島しょ 149.3

25 ＊ 区南部 132.1

31 ＊ 区西北部 128.3

52 ＊ 北多摩南部 118.8

72 ＊ 区東部 112.9

95 ＊ 区東北部 108.0

161 南多摩 98.0

170 北多摩西部 96.6

224 北多摩北部 90.4

280 西多摩 80.6

外来医師多数区域
に該当

該当せず

○ 国が二次保健医療圏単位で算出した、東京都の「外来医師偏在指標」は下記のとおり

です。

＜都内二次保健医療圏の外来医師偏在指標と外来医師多数区域への該当状況＞

○ 国は、外来医師偏在指標の値が全二次保健医療圏の中で上位 33.3％に該当する二次

保健医療圏を「外来医師多数区域」と設定し、併せて、外来医師多数区域においては、

診療所の新規開業に附随した手続が必要としています。

○ 都内の二次保健医療圏は、区中央部、区西部、区西南部、島しょ、区南部、区西北部、

北多摩南部、区東部、区東北部の 9 つが「外来医師多数区域」とされています。

○ 区部の二次保健医療圏が全て外来医師多数区域とされ、中でも区中央部、区西部、区

西南部が全国順位のトップ 3 とされ、大学病院本院がある二次保健医療圏が全国上位

に位置しています。

○ 一方で、自治体の医師確保施策等に基づく配置は考慮されず、へき地である島しょ

が全国 7 位で「外来医師多数区域」となるなど、外来医師偏在指標が機械的に算出さ

れた相対的な数値であり、必ずしも実態を反映していない点には注意が必要です。
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○ 都における外来医療の現状を明らかにするためには、以下の点に留意しながら、今後

も継続的に検討を行っていく必要があります。

診療所等開設の届出

診療所の開設は、医療法第 8 条により届出制とされており、憲法上保障された営業の

自由との関係により、どこに、どんな診療科の診療所を開設するかは、開設者の自由とな

っています。

病院の外来診療機能

特定機能病院や拠点病院等では救命救急や難病等の特殊な外来を、200 床未満の病院

等では地域に密着した外来をそれぞれ担い、診療所の外来診療機能とともに重要な役割

を果たしています。

また、医師の働き方改革の動向により変化する可能性があります。

外来医療機能の多様化

診療所の専門分化、かかりつけ医機能、総合診療機能、救急、在宅、看取りなど外来

医療に求められる機能は多様化しています。

都民の受療行動

病状に応じた適切な受療行動が浸透するよう、都民に働きかけることが重要です。

少子高齢化の進展、地域における疾病構造の変化、医療機関の開設・閉鎖等に伴い、都

民の受療行動は大きく変化する可能性があります。

○ 都の外来医療の課題解決や将来を考えるためには、外来医師多数区域以外を含む、全

ての二次保健医療圏で新たに開業を希望する医師及び既存の診療所の医師に行動変容

を促すことが必要です。

○ このため、診療科別、区市町村単位別などの外来医療機能の現状を分析把握し、外来

医療に関わる全ての関係者が協力し、地域医療構想調整会議で議論を深めながら、東京

の外来医療を充実させていくことを目指します。

本計画は外来医師偏在指標等により、地域における外来医療の偏在状況を新規開業者

へ情報提供することで、開業者自身の自主的な行動変容を促すものであり、開業を制限す

るものではありません。
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４ 医療機器の共同利用

○ ＣＴ、ＭＲＩなどの高額医療機器については、人口当たりの台数に地域差があり、ま

た、医療機器ごとに地域差の状況は異なります。効率的な医療提供体制の構築に向けて、

医療機器の共同利用による効率的な活用を求めるのが、国の考え方です。

○ 国は、医療機器の項目ごと、二次保健医療圏ごとに性・年齢構成を調整し、算出した

人口当たり台数（調整人口台数）等により、医療機器の配置状況を可視化するとともに、

該当の医療機器を医療機関（病院及び診療所）が購入する場合（新規・更新）の手続を

求めています。

○ なお、「共同利用」については、画像診断や放射線治療が必要な患者を、医療機器を

有する医療機関に対して患者情報とともに紹介する場合を含みます。

＜都内二次保健医療圏の調整人口当たり台数の状況＞

「調整人口当たり台数」の計算式

地域の人口

10万

○調整人口当たり台数
地域の医療機器の台数

＝

×
地域の標準化

検査率比（※1）

地域の性年齢調整人口当たり期待検査数（外来※2）

全国の人口当たり期待検査数（外来）

（※1）地域の標準化検査率比 ＝

全国の性年齢階級別検査数（外来）

全国の性年齢階級別人口
Σ {

（※2）地域の人口当たり

期待検査数
＝

地域の人口

× 地域の性年齢階級別人口 }

ＣＴ ＭＲＩ ＰET マンモグラフィー
放射線治療

（体外照射）

全国 11.1 5.5 0.46 3.4 0.91

東京都 9.2 4.8 0.49 3.5 1.43

区中央部 26.0 16.6 3.09 12.3 12.73
区南部 8.4 4.6 0.21 3.0 0.94

区西南部 8.7 5.3 0.26 3.6 0.88
区西部 9.6 5.6 0.98 5.2 1.39

区西北部 7.6 3.4 0.30 2.5 0.66

区東北部 9.9 4.4 0.08 1.9 0.16
区東部 6.9 3.6 0.55 2.2 0.80

西多摩 8.8 2.0 0.49 2.4 0.74

南多摩 7.0 3.5 0.07 2.2 0.88
北多摩西部 7.9 4.4 0.66 3.3 0.66

北多摩南部 8.1 3.3 0.00 2.6 0.68
北多摩北部 6.9 3.1 0.29 2.2 0.29

島しょ 22.7 3.4 0.00 0.0 0.00

調整人口当たり台数（台／10万人）
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第３章 二次保健医療圏ごとの状況

１ 対象区域及び協議の場の設定

○ 都においては、医療法第 30 条の 18 の 2 で定める、外来医療に係る医療提供体制

の確保に向けた協議の対象区域を二次保健医療圏とし、関係者による協議の場を地域

医療構想調整会議とします。

○ 外来医療に係る医療提供体制の確保に向けて、既存の区域単位と整合性を取り、地

域医療構想と一体的に検討を進めていきます。

二次保健医療圏

２ 地域で不足する外来医療機能

○ 計画策定に向けて国が定めたガイドラインでは、地域で不足する外来医療機能につ

いて協議の場で検討することが必要としており、下記の項目を例示しています。

・夜間や休日等における地域の初期救急医療

・在宅医療

・産業医、学校医、予防接種等の公衆衛生に係る医療提供体制

・その他地域として対策が必要と考えられる外来医療機能

○ 都では、計画の策定に向けて国から提供された外来医療に関するデータを基に、本

章において、二次保健医療圏ごとに外来医療機能の可視化を図っています。
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○ 加えて、地域医療構想調整会議及び地域医療構想調整会議在宅療養ワーキンググル

ープにおいて、地域の関係者から、外来医療の状況について、二次保健医療圏ごとに

伺った意見も本章に記します。

○ 地域の外来医療機能に関する情報を基に、都は、外来医師多数区域以外を含む全て

の二次保健医療圏で、新たに開業を希望する医師に「地域の外来医療機能の状況を理

解し、必要に応じて地域医療へ協力していくこと」を求めることで、診療所の新規開

業希望者に行動変容を促していきます。

３ 医療機器の共同利用方針

○ 計画策定に向けて国が定めたガイドラインでは、地域における医療機器の効率的な

活用に向けて、医療機器の共同利用方針を定めることとしています。

○ 都は、全ての二次医療圏、全ての医療機器共通で、共同利用方針を以下のとおりと

します。

≪医療機器の共同利用方針≫

5 種共通（ＣＴ、ＭＲＩ、ＰＥＴ、マンモグラフィー、放射線治療）

・ 連携する医療機関との間で共同利用を進める。

・ 保守点検を徹底し、安全管理に努める。

・ 検査機器の共同利用に当たっては、画像情報、画像診断情報の共有に努める。

○ なお、「共同利用」については、画像診断や放射線治療が必要な患者を、医療機器を

有する医療機関に対して患者情報とともに紹介する場合を含みます。
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１ 区中央部

（１）人口・面積・人口密度

（人口）919,640 人・（面積）63.64 ㎢・（人口密度）14,451 人/㎢

（２）人口高齢化率の推移

○ 区中央部の人口は増加を続け、2040 年には約 107 万人に達する見込みです。高齢者人口は

2045 年に約 28 万人に達することが予測されています。

○ 高齢化率は 2025 年以降上昇し、2045 年には 26％に達する一方、15 歳未満人口割合は、

ほぼ横ばいで推移することが予測されています。

（３）診療所医師の年齢・性構成割合

○ 男性医師は 55 歳以上 60 歳未満の区分が 279 人と最も多く、女性医師では 45 歳以上 50 歳

未満の区分が 168 人で、それぞれ最も多くなっています。

○ 40 歳以上の各区分で、男性医師数が女性医師数を上回っています。
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（４）外来医療の状況

① 外来医師偏在指標

239.6（全国第１位/全国 335 医療圏中）

② 人口 10 万人当たりの外来患者延数（医科レセプトの月平均算定回数）

○ 区中央部における、人口 10 万人当た

りの外来患者延数は 20.9 万人であり、

全国や都の平均を上回り、都の約２倍と

なっています。

○ 区別でみると、千代田区では 65.9 万人

であり、全国や都の平均の約６倍となっ

ています。また、文京区では病院の外来

患者の割合が高くなっています。

③ 人口 10 万人当たりの外来施設数（月平均施設数）

○ 区中央部の人口 10 万人当たりの外来

施設数は 169.3 施設であり、全国や都

の平均の約２倍となっています。また、

病院に比べ、診療所の割合が高くなって

います。

○ 区別でみると、全ての区が全国や都の

平均を上回り、中でも千代田区は 538.5

施設となっています。



25

④ 外来医療機能別の状況

ア 夜間・休日における初期救急医療

＜人口 10 万人当たりの時間外等外来患者延数（医科レセプトの月平均算定回数）＞

＜人口 10 万人当たりの時間外等外来施設数（月平均施設数）と時間外対応施設割合＞

○ 区中央部における人口10万人

当たりの時間外等外来患者延数

（医科レセプトの月平均算定回

数）は、1,908.1 人/月であり、

全国及び都平均を上回っていま

す。

○ 区別では、港区が 2,467.4 人/

月、千代田区が 2,272.9 人/月で

あり、全国平均の 1.5 倍超

○ 区中央部における人口 10

万人当たりの時間外等外来施

設数（月平均施設数）は 48.7

施設であり、全国及び都平均を

上回っています。

○ 区 別 で は 、 千 代 田 区 が

126.9 施設であり、全国及び

都平均の約４倍
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イ 在宅医療

＜75 歳以上人口千人当たりの往診及び訪問診療患者延数（医科レセプトの月平均算定回数）＞

＜75 歳以上人口千人当たりの往診及び訪問患者診療実施施設数（月平均施設数）＞

○ 区中央部における 75 歳以

上人口千人当たりの往診及び

訪問診療患者延数（医科レセプ

トの月平均算定回数）は、それ

ぞれ全国及び都平均を上回っ

ています。

○ 区別では、文京区の往診患者

延数が 44.2 人で都平均の約

1.9 倍。訪問診療の患者延数

は、いずれの区も全国及び都平

均を上回っています。

○ 区中央部における 75 歳以

上人口千人当たりの往診及び

訪問診療実施施設数（月平均施

設数）は、それぞれ全国及び都

平均の約 1.5 倍

○ 区別では、往診、訪問診療実

施施設数共に千代田区が他の

区を上回っています。
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ウ その他の医療機能

＜5 歳未満人口千人当たり予防接種提供医療機関数＞

（※）HIB…ヒブワクチン、肺炎…小児肺炎球菌、４種…ＤＰＴ-ＩＰＶⅠ期(ジフテリア･百日咳･破傷風･

ポリオ)、MR…麻しん風しん混合、水痘…水ぼうそう、B 肝…Ｂ型肝炎

（５）医療機器の状況

① 調整人口当たり台数

② 医療機器の共同利用方針

5 種共通（ＣＴ、ＭＲＩ、ＰＥＴ、マンモグラフィー、放射線治療）

○ 連携する医療機関との間で共同利用を進める。

○ 保守点検を徹底し、安全管理に努める。

○ 検査機器の共同利用に当たっては、画像情報、画像診断情報の共有に努める。

ＣＴ ＭＲＩ ＰET マンモグラフィー
放射線治療

（体外照射）

全国 11.1 5.5 0.46 3.4 0.91

東京都 9.2 4.8 0.49 3.5 1.43

区中央部 26.0 16.6 3.09 12.3 12.73

調整人口当たり台数（台／10万人）

○ 5 歳未満人口千人当たりの

予防接種提供医療機関数は、千

代田区が区中央部の各種類別

の平均をそれぞれ上回ってい

ます。
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○地域ごとの状況

・中央区内の実情としては、とくに銀座はテナント代が高い。銀座には診療所は多いが、

保険外診療の診療所が多く、実質的に医療過疎地域になりつつあると危惧している。

・勝どきや佃では、医療モールを建ててもテナントが埋まっていないところがある。不動

産業者がニーズを十分に考えずモールを建てるのは問題

○公衆衛生

・勝どき、月島では、子供のいる世帯が増えており、保育園の増加に合わせて園医が不

足している。小児科医がほとんどいない。学校医も含め不足感がある。

・台東区には 95 件の診療所があるが、耳鼻科は１件しかなく、耳鼻科の学校医を 1 人

で担っており厳しい状況

○診療科別

・診療科別の検討が必要。

・台東区の西半分の下谷医師会では整形外科はゼロ、婦人科が 2 件しかない。診療科の

偏在が多くある。

○病院からの逆紹介

・ひとつの疾患であれば紹介元の診療所に戻すが、複数の疾患をもった患者には総合診

療的な機能があるといい。

・区東部には救命救急が少ないので重症患者が区中央部に来るが、その後の行き先が決

まりにくいことはある。

・精神科等特殊な診療科の逆紹介については困ることがある。高齢者については、老健

等の施設が少ないので困ることが多い。

・地域包括ケア病床から在宅に戻す際、総合診療能力がある在宅医だとありがたい。

○その他

・クリニックの利用は、日中の在勤、在学者も多いため、昼間人口も加味して考える必要

がある。

・勤務医の開業を防がないと急性期病院の運営は人不足、経営難で厳しくなる。

地域医療構想調整会議で出された意見
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２ 区南部

（１）人口・面積・人口密度

（人口）1,139,404 人・（面積）83.67 ㎢・（人口密度）13,618 人/㎢

（２）人口高齢化率の推移

○ 区南部の人口は増加を続け、2035 年には約 119 万人に達する見込みです。高齢者人口も増

加を続け、2040 年には 30 万人を超えることが予測されています。

○ 高齢化率は 2025 年以降上昇し、2040 年には 25％を超える一方、15 歳未満人口割合はほ

ぼ横ばいで推移することが予測されています。

（３）診療所医師の年齢・性構成割合

○ 男性医師では 55 歳以上 60 歳未満の区分が 122 人、女性医師では 45 歳以上 50 歳未満の区

分が 53 人で、それぞれ最も多くなっています。

○ 40 歳以上の各区分で、男性医師数が女性医師数を上回っています。
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（４）外来医療の状況

① 外来医師偏在指標

132.1（全国第 25 位/全国 335 医療圏中）

② 人口 10 万人当たりの外来患者延数（医科レセプトの月平均算定回数）

○ 区南部における、人口 10 万人当たり

の外来患者延数は 10.2 万人であり、全

国平均とほぼ同水準となっています。

○ 区別でみると、品川区では 11.3 万人で

あり、全国や都の平均を上回っています。

③ 人口 10 万人当たりの外来施設数（月平均施設数）

○ 区南部の人口 10 万人当たり外来施設

数は 80.5 施設であり、都の平均と同水

準となっています。また、内訳をみると

病院の割合が低く、診療所の割合が高く

なっています。

○ 区別でみると、品川区では 95.4 施設で

あり、全国や都の平均を上回っています。



39

④ 外来医療機能別の状況

ア 夜間・休日における初期救急医療

＜人口 10 万人当たりの時間外等外来患者延数（医科レセプトの月平均算定回数）＞

＜人口 10 万人当たりの時間外等外来施設数（月平均施設数）と時間外対応施設割合＞

○ 区南部における人口10万人当

たり時間外等外来患者延数（医科

レセプトの月平均算定回数）は

1,348.7 人/月であり、全国及び

都平均を下回っています。

○ 区別では、品川区が 1,520.6

人/月で全国及び都平均を上回る

一方、大田区は 1,256.6 人/月で

あり各平均を下回っています。

○ 区南部における人口 10 万人当

たりの時間外等外来施設数（月平

均施設数）は 35.7 施設であり、

全国及び都平均を上回っていま

す。

○ 区別では、品川区が全国及び都

平均を上回っており、大田区は各

平均とほぼ同水準です。

○ 外来施設のうち時間外外来診療

を実施している施設の割合でみる

と、区南部は 44％であり、都平

均を上回っています。
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イ 在宅医療

＜75 歳以上人口千人当たりの往診及び訪問診療患者延数（医科レセプトの月平均算定回数）＞

＜75 歳以上人口千人当たりの往診及び訪問患者診療実施施設数（月平均施設数）＞

○ 区南部における 75 歳以上

人口千人当たりの往診及び訪

問診療患者延数（医科レセプト

の月平均算定回数）は、それぞ

れ全国及び都平均を上回って

います。

○ 区別では、大田区の患者延数

は往診・訪問診療共に全国及び

都平均を上回っています。

○ 区南部における 75 歳以上

人口千人当たりの往診及び訪

問診療実施施設数（月平均施設

数）は、全国及び都平均を上回

っています。

○ 区別では、往診・訪問診療実

施施設数共に品川区が上回っ

ています。
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ウ その他の医療機能

＜5 歳未満人口千人当たりの予防接種提供医療機関数＞

（※）HIB…ヒブワクチン、肺炎…小児肺炎球菌、４種…ＤＰＴ-ＩＰＶⅠ期(ジフテリア･百日咳･破傷風･

ポリオ)、MR…麻しん風しん混合、水痘…水ぼうそう、B 肝…Ｂ型肝炎

（５）医療機器の状況

① 調整人口当たり台数

② 医療機器の共同利用方針

5 種共通（ＣＴ、ＭＲＩ、ＰＥＴ、マンモグラフィー、放射線治療）

○ 連携する医療機関との間で共同利用を進める。

○ 保守点検を徹底し、安全管理に努める。

○ 検査機器の共同利用に当たっては、画像情報、画像診断情報の共有に努める。

ＣＴ ＭＲＩ ＰET マンモグラフィー
放射線治療

（体外照射）

全国 11.1 5.5 0.46 3.4 0.91

東京都 9.2 4.8 0.49 3.5 1.43

区南部 8.4 4.6 0.21 3.0 0.94

調整人口当たり台数（台／10万人）

○ 5 歳未満人口千人当たりの

予防接種提供医療機関数は、品

川区と大田区共に区南部の平

均とほぼ同水準です。
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○地域ごとの状況

（品川区）診療所の疾病についての外来機能には不足はないが、公衆衛生関係を担う医師について

は不足がある。病院の外来機能については、専門医の有無により、病院間で格差がある。

（大森）精神科外来が不足していると感じる。

（蒲田）病院機能で、小児周産期医療、精神科救急が不足

（田園調布）小児周産期医療は不足している。また、高齢者の認知症を診られる医師が少ない。

○公衆衛生

・新たに開業を目指す医師は、自己の専門性や総合診療機能に加えて、園医、学校医など公共的

役割を求められることを予めわかっておく必要がある。

○在宅

・在宅医療については、総合診療の効果が高いが、難病や精神科の在宅については専門性が高い

医師にダイレクトにつながる仕組みが必要

・今後、心不全患者の増加が予想されるため、在宅医にも循環器に専門性を持つ医師が必要

・医師会に属さず、広域で在宅医療に取り組む法人との間で、患者に関する情報連絡が難しい。

・かかりつけの患者が入院し、退院した際、かかりつけ医が知らない間に在宅医療が始まってい

たということがよくある。

○休日診療

・休日診療について、インフルエンザで苦しい患者の待ち時間を減らすため、患者が一か所に集

中しないように事前に振り分けるツールやシステムがあるといい。

・消防庁の救急相談センターでは休日の昼間に一番相談が多い。特に小児医療のニーズが高い。

○その他

・外来医師偏在指標は、患者の数、医者の数・年齢などを要素とした単純な数字。深掘りした要

素がなく、地域の実情をとらえたものとは言えない。

・都は、診療所の新規開業を誘導する企業にも影響力を効かせてほしい。

・今後、開業医のグルーピングをしていかざるをえなくなる。一人ではなく、多数の医師が集ま

ってやっていく方向性が必要

・歯科について、摂食嚥下障害への対応は十分ではない。

地域医療構想調整会議で出された意見
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３ 区西南部

（１）人口・面積・人口密度

（人口）1,447,667 人・（面積）87.83 ㎢・（人口密度）16,483 人/㎢

（２）人口高齢化率の推移

○ 区西南部の人口は、2035 年にピークを迎え、約 147 万人に達する見込です。特に高齢者人

口は増加を続け、2040 年には 40 万人を超えることが予測されています。

○ 高齢化率は上昇を続け、2045 年には 30％を超えることが予測されています。

（３）診療所医師の年齢・性構成割合

○ 男性医師では 55 歳以上 60 歳未満の区分が 216 人、女性医師では 45 歳以上 50 歳未満の区

分が 113 人で、それぞれ最も多くなっています。

○ 45 歳以上の各区分で男性医師数が女性医師数を上回っています。
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（４）外来医療の状況

① 外来医師偏在指標

167.5（全国第 3 位/全国 335 医療圏中）

② 人口 10 万人当たりの外来患者延数（医科レセプトの月平均算定回数）

○ 区西南部における、人口 10 万人当た

りの外来患者延数は 11.2 万人であり、

全国や都の平均を上回っています。

○ 区別でみると、渋谷区では 19.9 万人で

あり、全国平均の約２倍となっています。

一方、世田谷区では 8.9 万人であり、全

国や都の平均を下回っています。

③ 人口 10 万人当たりの外来施設数（月平均施設数）

○ 区西南部の人口 10 万人当たり外来施

設数は 102.4 施設であり、全国や都の

平均を上回っています。

○ 区別でみると、渋谷区では 194.3 施設

であり、都の平均の約２.5 倍となってい

ます。
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④ 外来医療機能別の状況

ア 夜間・休日における初期救急医療

＜人口 10 万人当たりの時間外等外来患者延数（医科レセプトの月平均算定回数）＞

＜人口 10 万人当たりの時間外等外来施設数（月平均施設数）と時間外対応施設割合＞

○ 区西南部における人口10万人

当たりの時間外等外来施設数（月

平均施設数）は44.3施設であり、

全国及び都平均を上回っていま

す。

○ 区別では、渋谷区が 88.6 施設

であり、全国及び都平均の約 2.5

倍です。

○ 外来施設のうち時間外外来診

療を実施している施設の割合で

みると、区西南部は 43％であり、

全国平均を下回っているものの、

都平均を上回っています。

○ 区西南部における人口10万人

当たり時間外等外来患者延数（医

科レセプトの月平均算定回数）は

1,784.5 人/月であり、全国及び

都平均を上回っています。

○ 区別では、渋谷区が 4,739.8

人/月であり、全国及び都平均の

約３倍です。
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イ 在宅医療

＜75 歳以上人口千人当たりの往診及び訪問診療患者延数（医科レセプトの月平均算定回数）＞

＜75 歳以上人口千人当たりの往診及び訪問患者診療実施施設数（月平均施設数）＞

○ 区西南部における 75 歳以

上人口千人当たりの往診及び

訪問診療実施施設数（月平均施

設数）は、全国及び都平均を上

回っています。

○ 区別では、渋谷区の往診及び

訪問診療実施施設における、病

院の割合が高い。

○ 区西南部における 75 歳以

上人口千人当たりの往診及び

訪問診療患者延数（医科レセプ

トの月平均算定回数）は、全国

及び都平均を上回っています。

○ 区別では、世田谷区の患者延

数は往診・訪問診療共に全国及

び都平均を上回っており、それ

ぞれ都平均の２倍超です。
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ウ その他の医療機能

＜5 歳未満人口千人当たりの予防接種提供医療機関数＞

（※）HIB…ヒブワクチン、肺炎…小児肺炎球菌、４種…ＤＰＴ-ＩＰＶⅠ期(ジフテリア･百日咳･破傷風･

ポリオ)、MR…麻しん風しん混合、水痘…水ぼうそう、B 肝…Ｂ型肝炎

（５）医療機器の状況

① 調整人口当たり台数

② 医療機器の共同利用方針

5 種共通（ＣＴ、ＭＲＩ、ＰＥＴ、マンモグラフィー、放射線治療）

○ 連携する医療機関との間で共同利用を進める。

○ 保守点検を徹底し、安全管理に努める。

○ 検査機器の共同利用に当たっては、画像情報、画像診断情報の共有に努める。

ＣＴ ＭＲＩ ＰET マンモグラフィー
放射線治療

（体外照射）

全国 11.1 5.5 0.46 3.4 0.91

東京都 9.2 4.8 0.49 3.5 1.43

区西南部 8.7 5.3 0.26 3.6 0.88

調整人口当たり台数（台／10万人）

○ 5 歳未満人口千人当たりの

予防接種提供医療機関数は、目

黒区が区西南部の各種類別の

平均をそれぞれ上回っていま

す。
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○地域ごとの状況

・渋谷区では夜間人口と昼間人口が大きく異なる。この特徴を踏まえて考える必要がある。

・渋谷区には、健診専門や美容整形など、地域医療以外を扱うクリニックが多くあり、広い地域

から患者を集めている。反対に、近くに日常的に罹れるクリニックが少なく、住民はすぐに大き

な病院に行ってしまう印象

・渋谷区では内科医の数は十分な印象だが、小児科を専門とする医師は少ない。また精神科の精

神科クリニックも少ない。

・目黒区では、小児科専門の開業医は少ない。在宅医療については、目黒区が取組を進めている

が、今後の高齢者の増を考えると一層の充実が必要

・世田谷区は、比較的外来医療機能が充実しているが、泌尿器科などのマイナー科や精神科を扱

う診療所は少ない。

また、待機児童対策で保育園が増えており、園医の掛け持ちが多い。

○診療科別

・診療科別の分析が必要ではないか。

地域医療構想調整会議で出された意見
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４ 区西部

（１）人口・面積・人口密度

（人口）1,266,602 人・（面積）67.87 ㎢・（人口密度）18,662 人/㎢

（２）人口高齢化率の推移

○ 区西部の人口は、2035 年にピークを迎え、約 127 万人に達する見込みです。高齢者人口

は増加を続け、2040 年には約 35 万人に達することが予測されています。

○ 高齢化率は上昇を続け、2045 年には約 30％に達する一方、15 歳未満人口割合は、ほぼ横

ばいで推移することが予測されています。

（３）診療所医師の年齢・性構成割合

○ 男性医師は 55 歳以上 60 歳未満の区分が 177 人と最も多く、女性医師は 40 歳以上 60 歳

未満の各区分がほぼ同数となっています。

○ 30 歳以上 45 歳未満までの各区分では、女性医師数が男性医師数を上回っています。
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（４）外来医療の状況

① 外来医師偏在指標

186.5（全国第 2 位/全国 335 医療圏中）

② 人口 10 万人当たりの外来患者延数（医科レセプトの月平均算定回数）

○ 区西部における、人口 10 万人当たり

の外来患者延数は 11.2 万人であり、全

国平均を上回っています。

○ 区別でみると、新宿区では 20.6 万人で

あり、全国や都の平均の約 2 倍となって

います。一方、中野区と杉並区では全国

や都の平均を下回っています。

③ 人口 10 万人当たりの外来施設数（月平均施設数）

○ 区西部の人口 10 万人当たり外来施設

数は 90.8 施設であり、全国や都の平均

を上回っています。

○ 区別でみると、新宿区では 136.8 施設

であり、全国平均の約 2 倍、都平均の約

1.7 倍です。
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○ 区西部における人口10万人当

たり時間外等外来患者延数（医科

レセプトの月平均算定回数）は

1,448.6 人/月であり、全国平均

を上回る一方、都平均は下回って

います。

○ 区別では、新宿区が 2,492.1

人/月であり、全国及び都平均の

約 1.7 倍です。

○ 区西部における人口10万人当

たりの時間外等外来施設数（月平

均施設数）は 36.5 施設であり、

全国及び都平均を上回っていま

す。

○ 区別では、新宿区が 51.6 施設

であり、全国及び都平均の約 1.6

倍です。

○ 外来施設のうち時間外外来診

療を実施している施設の割合で

みると、区西部は 40％であり、

全国及び都平均を下回っていま

す。

④ 外来医療機能別の状況

ア 夜間・休日における初期救急医療

＜人口 10 万人当たりの時間外等外来患者延数（医科レセプトの月平均算定回数）＞

＜人口 10 万人当たりの時間外等外来施設数（月平均施設数）と時間外対応施設割合＞
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イ 在宅医療

＜75 歳以上人口千人当たりの往診及び訪問診療患者延数（医科レセプトの月平均算定回数）＞

＜75 歳以上人口千人当たりの往診及び訪問患者診療実施施設数（月平均施設数）＞

○ 区西部における 75 歳以上

人口千人当たりの往診及び訪

問診療患者延数（医科レセプト

の月平均算定回数）は、全国及

び都平均を上回っています。

○ 区別では、中野区の患者延数

は、往診が 26.6 人/月であり、

区西部の平均を上回る一方、訪

問診療は 97.1 人/月であり、

平均を下回っています。

○ 区西部における 75 歳以上

人口千人当たりの往診及び訪

問診療実施施設数（月平均施設

数）は、全国及び都平均を上回

っています。

○ 区別では、往診では杉並区、

訪問診療では中野区が、それぞ

れ区西部の平均を上回ってい

ます。
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ウ その他の医療機能

＜5 歳未満人口千人当たりの予防接種提供医療機関数＞

（※）HIB…ヒブワクチン、肺炎…小児肺炎球菌、４種…ＤＰＴ-ＩＰＶⅠ期(ジフテリア･百日咳･破傷風･

ポリオ)、MR…麻しん風しん混合、水痘…水ぼうそう、B 肝…Ｂ型肝炎

（５）医療機器の状況

① 調整人口当たり台数

② 医療機器の共同利用方針

5 種共通（ＣＴ、ＭＲＩ、ＰＥＴ、マンモグラフィー、放射線治療）

○ 連携する医療機関との間で共同利用を進める。

○ 保守点検を徹底し、安全管理に努める。

○ 検査機器の共同利用に当たっては、画像情報、画像診断情報の共有に努める。

ＣＴ ＭＲＩ ＰET マンモグラフィー
放射線治療

（体外照射）

全国 11.1 5.5 0.46 3.4 0.91

東京都 9.2 4.8 0.49 3.5 1.43

区西部 9.6 5.6 0.98 5.2 1.39

調整人口当たり台数（台／10万人）

○ 5 歳未満人口千人当たりの

予防接種提供医療機関数は、新

宿区が区西部の各種類別の平

均をそれぞれ上回っています。
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○地域ごとの状況

・新宿では、小児科の機能が不足している。

・杉並では、平日夜間の小児救急の充実の要望が住民からは強い。産科医療については、分娩の区内

割合が４割程度。産後健診の実施にあたっても、産婦人科医が少ない。

・高齢者が増えることを考えると、認知症を診てくれる先生が増えるといい。

・夜間休日の皮膚科の救急の診療が厳しい。区西部の 3 区でも十分ではない中、世田谷や調布からも

患者が来る。区西部だけや各区という単位で輪番制などが進むといい。

・患者を総合的に診られる医師が必要。また在宅医も必要。

・日常的に困っているのは精神科の救急。

・中野区は小児の病床がゼロ。中野区でゼロのところで最低程度 8 人の医師を出せる大学はない。

○救急

・救急は働き方改革の影響があり、当直のラインは減らさないといけない。地域で緊急性を判断して

もらえれば、オンコール対応がしやすい。

・急性期病院としては、なるべく開業を思い止まって、病院に残ってもらう努力も必要

○在宅

・高齢になってくると病院に通えなくなる。地域の医師に訪問診療をしてくれといっても、その医師

も潰れてしまうことがあるので、地域全体で在宅は考える必要がある。

・高齢化が進むと、住宅地で高齢者を中心に総合診療を行う医師と、駅前で若い世代を中心に専門診

療を行う医師の住み分けが進むのではないか。

○逆紹介

・中野区医師会では、「心不全でどの程度診られるか」、糖尿病について、｢インシュリンを使えるか」

「糖尿病成人症を診られるか」など会員にアンケートをした。逆紹介の参考に、今後病院に提供する。

・複数の疾患を有する患者については、病院から診療所への逆紹介が難しい。患者が納得してないこ

ともあるが、総合診療機能を有する医師にお願いするか、１つのビルに複数科のクリニックが入って

いるところじゃないと難しい。

・逆紹介先の医師の専門性がわかるようになると逆紹介しやすい。ドクターズバンクのようなものを

作って、患者家族も参照できるとよい。

○診療科別・病院／診療所

・都心では交通網が発達しており、診療科の分布をきめ細かいエリアで示す必要がある。

・病院の専門外来とクリニックの外来医療は分けて考える必要がある。

地域医療構想調整会議で出された意見



65

外
来

医
師

偏
在

指
標

1
8
6
.5

（
全

国
第

2
位

/
全

国
3
3
5

医
療

圏
中

）
⇒

外
来

医
師

多
数

区
域

に
該

当



66



67



68



69




